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研究成果の概要（和文）：管理会計という実務との相互作用が無視できない重要性をもつ学問において，実務実
践と理論研究との相互発展を可能とする知のあり方を「臨床会計学」として構想し，帰納的に臨床会計学的知見
を蓄積するととともに、その具体化を進めるための社会的仕組みを提案し、研究主体の学問的世界の基本構造を
作りかえていくという高次の再帰性を織り込んだアクションリサーチ・プログラムを実施した。臨床会計学構築
に向けたメゾレベルの社会的仕組みを、「研究に基づいた教育」「教育に裏付けられた実務」「実務に基づいた
研究」の善循環として実現すべく、教育制度・資格制度・会員制度のそれぞれについて具体化をはかった。

研究成果の概要（英文）：In order to bridge the gap between theory and practice in management 
accounting, this research engaged with a social constructionist large scale action research. A set 
of social institutions, professional education, professional qualification, and professional 
organization, that are specifically designed so as to create virtuous circle among practice, 
education and research, are established with the initiatives taken with this research grant. 

研究分野：管理会計
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
臨床会計学の構築という課題を提起した
澤邉(2009，2013)を受けて、臨床会計の具体
例の検討を通じて応えていくとともに，臨床
会計学構築に向けたメゾレベルの社会的仕
組みについて展望を示す本研究の背景とし
て、下記のような学問的系譜がある。 
「臨床会計学」という新しい学問領域を開
拓すべきであるという着想は、管理会計研究
におけるケーススタディの重要性を指摘し
た Kaplan(1986)の主張を建設的に批判検討
したことから得ている。Kaplan(1986)は、実
務家の実践的知識と研究者の科学的知識を
結びつける臨床的知識の存在の重要性を指
摘し、ケーススタディを研究方法として活用
して臨床的知識を蓄積していくことが必要
だと主張した。Kaplan(1986)の問題提起は、
欧米において本格的なケーススタディ研究
を生み出す契機となった。ケーススタディか
ら得た知見は、とくに北米のビジネススクー
ルを舞台として、ABCや BSCなどの新しい
技法の開発や、４つのコントロールレバーな
どの規範理論の構築に活用された。その意味
で、ケーススタディを通じて、実務家の知識
を理解し、技法や理論の構築を図られている。
しかし、このようなビジネススクールを中心
とした管理会計研究に対しては、コンサルタ
ントの仕事であり学問ではないといった揶
揄ともとれる批判が北米の理論家から行わ
れている（Zimmerman 2001）。Kaplan(１９
８６)の後、北米では、実務に近い学問をする
グループと理論的研究を行うグループに両
極化が進んだと評することもできる。 
 日本においては、近年、ケーススタディ研
究の再評価が行われ（澤邉・Cooper・Morgan, 
2007）、日本企業の管理会計実践について質
の高いデータを蓄積していく重要性と、日本
企業に関する経験的データに基づく管理会
計理論の構築の必要性に対する認識が深ま
っている（上総・澤邉, 2006）。他方で、実務
家と研究者との協力関係を進展させること
を目的として設立された学術団体のいくつ
かでは、実務家のプレゼンスが相対的に低下
し、当初の目的が必ずしも果たせないという
反省が生じている。その理由は、学術団体が
維持発展させようとする知の体系が理論知
に偏っていることがあげられる。それぞれの
学術団体において理論知が発展することが、
はからずも実務家たちを遠ざけることにつ
ながったと考えられるのである。 
 このような内外の状況のなかで，管理会計
研究のさらなる発展のために，実務家の実践
知と研究者の理論知とを結びつける独自の
学問領域を臨床知として開拓すべきである
ことが論じられ，臨床会計学の構想が澤邉
（2009，2013）によって提唱された。本研究
は、澤邉(2009,2013)の構想を具体化していく
ための基礎研究とそこから得られた知見を
利用した具体的制度構築を大規模アクショ
ンリサーチとして実施するものである。 

 
２．研究の目的 
管理会計という実務との相互作用が無視
できない重要性をもつ学問において，実務実
践と理論研究との相互発展を可能とする知
のあり方を「臨床会計学」として構想し，そ
の具体化を定性的・定量的研究の成果を再帰
的に研究プロセスに組み込み進めるのが，本
研究の目的である。「臨床会計学」とは，経
営者や経営企画部門スタッフによって経営
現場で用いられている会計の実践的な知恵
と，会計研究者の理論的知識を結びつける知
のあり方である。本研究は，（I）臨床会計学
を構成する臨床知を問題群として具体的事
例より帰納的に導出し、それを一般化可能な
命題として提示するとともに，（II）臨床会計
学構築に向けたメゾレベルの社会的仕組み
について展望を示すことで，臨床会計学とい
う新しい知の領域を開拓する基板の構築を
目指した。 
 
３．研究の方法 
本研究の２つの目的（（I）臨床会計学を構
成する臨床知の帰納的抽出，（II）臨床会計
学構築に向けたメゾレベルの社会的仕組み
の展望提示）を達成するために，①実践的な
知識と理論的な知識の相互作用に関する管
理会計先行研究の整理，②臨床的な知識の発
展に関する関連分野における先行研究の検
討，③管理会計の専門職業化が進んでいる諸
外国における「臨床会計学」的な知識の蓄
積・体系化に関する調査，④管理会計知識を
専門家として活用している実務家に対する
調査，⑤実務家とのワークショップなどを通
じた研究，を行う。研究方法としては，文献
研究（①②），聞き取り調査を主とした定性
的研究（③④），アクションリサーチ的手法
を援用した相互作用の場の設定を通じた研
究（⑤）を実施する。伝統的な文献研究と挑
戦的なアクションリサーチ的手法を組み合
わせることで，理論研究を土台とした挑戦的
な研究を実施する。 
 
４．研究成果 
主要な研究成果は次の 3点である。 
（I）管理会計知識を専門家として活用し
ている実務家に対する調査によって得られ
た知見を、中小企業における管理会計の経済
的価値に関する経験的証拠として定量的に
提示。 
（II）構築主義的な管理会計研究における
方法論的基礎、とくに理論の領域理論の側面
と方法理論の側面を意識しつつ反実仮想的
考察に基づく最良の説明の推論（アブダクシ
ョン）をアクションリサーチに活用する意義
の提示。 
（III）臨床会計学構築に向けたメゾレベ
ルの社会的仕組みを、「研究に基づいた教育」
「教育に裏付けられた実務」「実務に基づい
た研究」の善循環として実現すべく、教育制



度・資格制度・会員制度を具体化、である。
それぞれについて下記に説明する。 
 
（I）中小企業における管理会計の経済的価
値に関する経験的証拠 
本研究では，管理会計が財務業績の改善に
貢献しているのかどうか日本の中小企業の
データを用いて検証した。中小企業の管理会
計を，経営目的のために会計を利用する基本
的な能力（管理会計能力）を、経営目標の設
定→経営計画の策定→経営計画の実施→業
績フィードバック・フィードフォワード→行
動や計画の評価・見直し，という経営の PDCA
という側面から測定した。 
このような経営の PDCA を活用する組織的
な能力の効果は、経営者個人の考え方や行動，
従業員の考え方や行動によっても左右され
ると考えられる。管理会計能力・経営者能
力・従業員能力が，企業の業績に影響を及ぼ
していると考えているのが、本研究の基本的
なモデルである 。 
基本モデルの構築にあたっては，中小企業
の管理会計の構築・運用を指導してきた実務
家に対するインタビュー調査や，実務家をメ
ンバーとした 9回のワークショップを通じて、
どのような管理会計能力が基本となるのか
についての知見を収集した（澤邉，2013）。
それら知見を，内外の先行研究（Hall 2010, 
Adler & Chen, 2009, Chenhall et al. 2010）
を参考にして基本モデルは構築している。 
上場企業と異なり，中小企業の財務データ
は一般に公表されていないため，客観的な業
績データに基づく分析を行うことが困難で
ある。本研究では，客観的財務データと比較
可能性の高い管理会計能力データの収集を，
中小企業を顧客とする複数の会計事務所に
協力してもらい収集した。財務業績について
は実際の客観的データを，管理会計能力につ
いては会計事務所の担当者による第三者評
価データを収集した。今回の調査では、9 会
計事務所から 368 社について回答を得た 。
このうち，分析に必要なデータが揃っていな
い 4社のデータを除く 364社を今回の分析対
象とした。 
管理会計・経営者・従業員の能力の測定尺
度については、Hall(2010)などを参考に日本
の中小企業の現実にフィットするよう開発
した。管理会計については，業績評価システ
ムの整備度合い，計画策定能力，業績報告会
議のレベル、分析能力の高さ、行動や計画の
修正能力の高さ，および総合的な能力につい
て，7 点リッカートスケールで測定した。経
営者については，経営計画策定意欲、社内・
社外とのコミュニケーション，および市場・
技術動向に対する感度を，従業員については，
職務理解や自律性・コミュニケーションにつ
いて 7点リッカートスケールで測定した。管
理会計能力，経営者能力，従業員能力につい
ては，因子分析を行い，各項目の得点を因子
負荷量で加重平均した得点を各変数の得点

とした 
このようにして得られたデータに基づき、
財務業績に影響する主要な要因をコントロ
ールしたうえでも，管理会計能力が財務業績
に影響を及ぼしているかどうかを検証する
ため次のような重回帰分析を行った 。 
 
財務業績=β_0+β_1 管理会計能力+β_2 
経営者の計画策定意欲+β_3 経営者の情報
感度+β_4 従業員の能力+β_5 管理会計能
力*経営者の計画策定意欲+β_6 管理会計能
力*経営者の情報感度+β_7 管理会計能力*
従業員の能力+ε 
 
重回帰分析の結果、売上高利益率を被説明
変数とした場合，管理会計能力が高い企業ほ
ど，また経営者の情報に対する感度が高いほ
ど，売上高営業利益率，売上高経常利益率が
高くなることが示された。管理会計能力と財
務業績の関係について，様々な要因を考慮し
ても管理会計能力が高ければ高いほど財務
業績は向上することを支持する結果が得ら
れた。 
本研究の主たる発見事項は次の5点である。
①中小企業においても，基本的な管理会計能
力を高めることで財務業績が改善する、②基
本的な管理会計能力として，業績評価システ
ムを利用して経営の PDCA をまわす能力を測
定、③管理会計能力によって向上が確認され
た財務業績は，営業利益・経常利益・売上高
営業利益率・売上高経常利益率・総資産営業
利益・総資産経常利益である、④企業規模や
業種をコントロールしても，管理会計能力は
財務業績にプラスの影響を与えている、⑤管
理会計能力と財務業績の関係は、経営状態や
経営者の考え方によって左右される。本研究
における発見事項の解釈は、管理会計能力を
向上させることで企業の財務業績の改善が
期待できる場合に管理会計能力向上がはか
られているといった自己選抜バイアスの問
題や、中小企業の財務データ自体がとくにス
トック情報については企業と経営一族の分
離が必ずしもはかられていないといった問
題などが残されていることを考慮して行わ
れるべきである。 
 
(II) 構築主義的な管理会計アクションリサ
ーチにおける方法論的基礎 
 管理会計現象は現実社会の写像なのか、そ
れとも現実社会の構築に参加し築像的役割
を果たすものなのか、ひとつの研究において
はどちらかを優先する立場をとることがあ
ったとしても管理会計学全体としては両者
を網羅したうえで、それぞれの関係について
理解を深めるべきである。このような考えに
立ち Hopwood（1983）は、社会的現実を写し
出す鏡として会計を理解する理論を「会計の
なかの理論」[theories in accounting]、会
計が社会的/組織的文脈の構築に会計がどの
ように参加しているのかを理解しようとす



る理論を「会計の理論」 [theories of 
accounting]と呼んだ (Dent, 1991; Lukka & 
VInnari, 2014)。 この意味での会計の理論
を理解するための一つの方法は、社会的スケ
ールで会計のダイナミックにとらえようと
すると実際に会計の理論を作って動かして
みて 
 会計は、現実社会の写像となることで、現
実社会の構築に参加しているという洞察は、
Czarniawska(2001)が、構築主義者のフィー
ルド調査におけるジレンマを説明する際に
用いた三つの論理「弁明の論理」「実践の論
理」「理論の論理」を援用することで、さら
に深めることができる。 
「実践の論理」は、それぞれの現場の文脈
に応じて、何かをなす際に使われる論理であ
り、知識はそれらが現場でいかに実践的に機
能するのか[now it works]によって評価され
る。それは暗黙知の側面を持ち、動的（動詞
的）であり、常に変化し続けるという意味で
不完全である。それ対して、「理論の論理」
は、抽象的であり、形式論理を用いていると
主張し、「真実」の知識に関する方法論的な
規準を備えている(Czarniawska, 2001; 256)。 
「弁明の論理」は、公的な説明を行う際に
用いられる論理である。Czarniawska (2001, 
256) によれば、弁明の論理とは、形式的な
合理性の公理に従った抽象的な論理であり、
この点で理論の論理に近い。しかし、理論の
論理がレトリックをできるだけ隠そうとす
るのに対して、弁明の論理は好んでレトリッ
クを多用する。物語的な知識を好んで用いる
点で、弁明の論理は実践の論理と似通ってい
る。しかし、実践の論理が動的（動詞的）で
あるのに対し、弁明の論理は、静的（名詞的）
であり、レトリックとして完結している。 
これら三つの論理は、狭い時空間を見るな
らば相対的に安定している。実践の論理は、
日常的な実践における論理として、弁明の論
理は公的な説明の際の論理として、そして理
論の論理は第三者の客観的な論理として、そ
れぞれ局面において異なる性質を持った論
理として機能している。しかし、もう少し長
い時間と広い空間を見るならば、これら三つ
の論理は相互に複雑に関連しお互いがお互
いを変化させている。弁明の論理は、実践の
論理や理論の論理を利用して正統性を獲得
しようし、実践の論理は、必要に応じて理論
の論理と弁明の論理を活用する。真実の知識
は、客観的で普遍的で明快であるというデカ
ルト流の伝統的な観点に立つならば、理論の
論理は、ほかのふたつの論理とは切り離され
たままであるが、知識の意味は社会的に構築
されると考える構築主義的な立場からする
と、理論の論理もほかの論理とともに生成・
維持・変化するものであり、その過程の探求
こそが、研究関心の中心に位置する
（Czarniawskal, 2001; 254-255)。 
会計の「説明する」[accounting for]とい
う語義を見るまでもなく、会計実践は現実を

表現[represent]することで公的な説明を担
ってきた。会計は、弁明の論理として実践的
に機能してきたのである。このような性質を
持つ会計は、組織の日常において実践の論理
の一部を構成している。弁明の論理が、それ
ぞれの現場で実際に機能するのかという観
点から実践の論理に織り込まれ、実践の結果
が月次や四半期報告といったタイミングで、
公的な説明を担う弁明の論理に取り込まれ
る。管理会計現象の本質的な特徴は、弁明の
論理と実践の論理がお互いをお互いの要素
として持つ入れ子構造となっていることに
ある 。さらに時間軸を長くとるならば、管
理会計の領域では、理論の論理が弁明の論理
に影響を与えることはもちろんのこと、実践
の論理にも影響を与える可能性が高い（澤邉, 
2013）。 
今日の会計は，組織の現実を描写して説明
し構築する道具として唯一無二の存在とな
っている。会計は複式簿記という仕組みを活
用して，組織の現実を経済的な側面から捉え
描写する。ひとつひとつの取引という細かな
単位で認識測定することで，間断なく変化す
る組織の全体像を網羅的・体系的・継続的に
描写するのが現代会計である。部分と全体を
時空間上で結び続けるテクノロジーとして
会計は理解することができる。会計テクノロ
ジーは，部分から全体を作り上げ続けること
で，全体から部分を作る方向にも作用するこ
とになる。ひとりひとりの日々の活動を組織
全体の業績と結びつける会計は，ひとりひと
りの社会的意味を作り出している（Miller & 
O’Leary, 1987）。 
臨床会計学構想は、このような社会構築主
義的な立場から、実際に臨床会計学の理論を
社会制度に実装し作動させ、そこから得られ
た知見をさらに社会構築プロセスに投入す
ることで進化を促すというもので、大規模な
アクション・リサーチと呼べるものである。
これは社会実験的な性質を持っており、ある
時点において大量データに基づく定量的研
究を行い、経験的証拠に基づいた理論的命題
の妥当性を統計学的に検証することは可能
であるが、その理論的命題そのものが社会構
築プロセスに投入されることで、命題の成立
条件自体が変化するというダイナミックな
プロセスを想定している。従って、ある時点
で統計学的に支持された命題が普遍性を持
つ と は 限 ら ず 、 む し ろ そ の 遂 行 性
（performativity）が歴史的観点から重要と
なる。 
このような意味で臨床会計学構想に基づ
く研究は、高い不確実性の下で行われる。そ
こでアブダクション（仮説形成、最良の説明
への推論）的アプローチに対する理解が必要
となる。理論枠組みと観察された現象との相
性が不確実なような場合に、有用な推論形式
がアブダクションである。アブダクションに
よる推論は、X が原因となって Y が生じたと
いう因果関係を、尤もらしい説明として提示



することになる。このような推論は、実際に
観察された現象の背後に、いまだ観察されて
いない理由を探索するという意味で、反実仮
想的な考察を伴っている。実のところ、優れ
た多くのアブダクションは「もし Xであった
ならば」という思考実験を無数に繰り返すこ
とで遂行される(Lukka, 2014: 560)。観察さ
れた現象だけをもって、最良の説明を推論す
ることはできない。その一方で、反実仮想的
な思考実験から得られた知見の尤もらしさ
は、現象をいっそう深く観察することによっ
て高めることができる。帰納法とは異なり、
アブダクションによる推論の尤もらしさは、
データの量ではなく、現象がどのようにして
生じたのかというメカニズムやプロセスに
対する洞察を可能にするデータの質に依存
する。そのために、アブダクションは反実仮
想的思考実験を繰り返す中で、理論とデータ
の間を何度も行き来することを求める
（Dubois & Gadde, 2002）。 
ここにおいて、理論の二つの側面の含意が明
確になる。臨床会計学構想に基づく研究の不
確実性の高さは、ひとつの手法理論に固執せ
ず、代替的な理論的レンズや、複眼的なアプ
ローチの活用を要求する。理論とデータを往
復しながらアブダクションによって得られ
た尤もらしい説明は、領域理論への貢献とし
て蓄積されていくことになる。 
管理会計の研究領域の特徴は、実践・弁
明・説明の論理がお互いをお互いの要素とし
た入れ子構造を持っており、観察対象である
管理会計実践の担い手が、多くの場合、高度
な管理会計知識を有した専門家であること
である。つまり、研究者の世界の理論的知識
（Etic knowledge）が、少なくとも部分的に
は、管理会計の実践者の知識（ Emic 
knowledge）と重なりあっている。このよう
な実践者の考え方や行動が、観察される現象
を生み出しているならば、最良の説明を推論
するには、管理会計実践主体の考え方や行動
様式に対する深い理解が必要である。このよ
うな観点からも、臨床会計学構想の下での管
理会計研究は、理論的な多様性とともに、研
究者と実務家との密接なコラボレーション
によって促進されなければならない。 
 
(III) 臨床会計学構築に向けたメゾレベル
の社会的仕組みとして、教育制度としては経
営会計士教育プログラム、資格制度としては
経営会計士資格制度、会員制度としては経営
会計士協会、の具体化をはかった。 
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